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１．趣旨 

この要項は、東日本大震災で被災した博物館資料の修理、修理した資料の整理に必要な経費につい

て、国が行う補助に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

２．補助事業者 

補助事業者は、東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成２３年

法律第４０号）第２条第２項に規定する特定被災地方公共団体である市町村を管轄する道県とする。 

 

３．補助対象事業 

補助対象となる事業は、被災した博物館資料を修理するための事業（これらの事業を実施する上で

必要な調査研究を含む。）とする。 

 

４．補助対象事業における博物館 

「３．補助対象事業」における博物館は、博物館法(昭和２６年法律第２８５号)第２条第１項に基

づく登録博物館若しくは同法第２９条に基づく博物館相当施設、又は文化財保護法（昭和２５年法律

第２１４号）第５３条第１項但し書きに基づく公開承認施設のほか、文化庁長官が特に必要と認める

ものとする。 

 

５．補助対象経費 

補助対象となる経費は、次に掲げる経費とし、その明細は別紙のとおりとする。 

（１）主たる事業費 

被災した博物館資料の修理するための事業に要する経費 

（２）その他の経費 

事務経費 

 

６．収入 

補助事業の遂行により収入（補助金の前払い、又は概算払いした場合の預金利子並びに仮設物及び

不用財等の売払代等を含む。）を生じた場合は、その分を補助対象経費から差し引くものとする。 

 

７．補助金の額 

補助金の額は、補助対象経費の５０％とする。



（別紙） 
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会場借料、土地借上料、プレハブ借上料、自動車借上料、

機器・器具借上料、光熱水料 等 

 

保管料、通信運搬費、火災保険料、手数料 等 

 

映像・録音記録 等 
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単価が１０万円（税込）以下のものに限る 
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消耗品費、印刷費、コピー代 等 

単価が１０万円（税込）以下のものに限る 

 

 

 

  

対象外経費 

印紙代、交際費・接待費、取材等に係る経費、レセプション及びパーティーの経費、賞金・賞品・記念品代、 

キャンセル料、予備費 等 

 


